
（１／４） 
 

令和 2年 5月 13日 

各 位  

                                （一社）山形県ＬＰガス協会内 

KHK山形県液化石油ガス教育事務所 

「液化石油ガス設備士 第２」講習・検定の開催について（ご案内） 

 申込受付期間 ： ６月８日(月)～１６日(火) 【 厳守 】  

液化石油ガス法第３８条の４第２項第２号に基づく、液化石油ガス設備士の資格を取得するための  

講習及び検定を下記の通り実施しますので、お知らせいたします。 

なお、この講習の受講資格の経験証明は、組織代表者名、代表者役職印が必要です。証明欄の記載等

はお間違いのない様に十分確認した上で手続きしてください。 

 

記 

１．受講資格 

ＬＰガスの販売所・特定液化石油ガス設備工事事業所等でＬＰガス設備工事の作業に１年以上の経験

（作業の種類、質等は問いません）があり、その証明を代表者（社長等）より受けることが出来る

者。 

 

２．講習日時       ７月 ７，８, ９日（火～木）３日間 ９：００～１７：００ 

 

３. 定  員     ５０名（第３講習含） 

 

４．講習会場       山形ビッグウイング （山形市平久保１００） 

 

５．検定日時（筆記） ７月３１日（金）  ９：００～１０：３０ 配管理論等 

１１：００～１１：５０ 法   令  

 

６．検定会場（筆記） 山形ビッグウイング （山形市平久保１００） 

 

７．申込要項 

（１）受付期間   ６月８日（月）～ ６月１６日（火） 平日８：３０～１７：００ 

           ※ 受付期間内であっても定員になり次第締め切りとさせていただきますの

でご了承ください。 

（２）申 込 先   （一社）山形県ＬＰガス協会内 

              KHK山形県液化石油ガス教育事務所［山形市あこや町］ 

（３） 経 験 証 明  

① 申込書経験証明欄には受講希望者が必要な経験を有していることを十分に確認した上で、必

ず代表者が調印を行ってください。虚偽の経験証明を行った場合、法令違反となりますので
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ご注意ください。 

＊１ 代表者とは、法人組織の場合、通常「社長」又は「代表権を有する役員」です。 

（代表取締役副社長、代表取締役専務等） 

法人登記をしていない、個人商店等の場合は「店主」となります。 

＊２ 経験証明に責任をもちうる役員とは、人事を掌握する取締役です。 

（取締役人事部長、取締役勤労部長、取締役管理部長等で執行役員を含みます。） 

※ 別途、高圧ガス保安協会の定める委任状が必要となります。 

＊３ 代表者印とは、代表者の場合は登記印です。人事を掌握する役員の場合は、役職が

記載されている役職印です。（無い場合は、社内決裁に使用している印鑑） 

個人商店等の場合は、通常使用の店主印(認印可)です。 

② 作業経験期間は、受講希望者が所属した事業所又は部署等毎に記載してください。 

＊ ひとつの事業所・部署等で作業経験が１年に満たない場合 

・・・１年以上となるまで複数の作業経験期間を記入してください。 

＊ ひとつの事業所・部署等での経験が１年以上となる場合 

・・・１年以上となる作業経験期間をひとつだけ記入してください。 

※ 作業経験は、講習の申し込み日時点で１年以上を有している方になります。 

③ 「特定液化石油ガス設備工事事業開始届書、同 変更届書」を確認させていただく場合があり

ます。 

 

８．費  用  

（１）受講料・筆記検定料      13,400円（非課税） 

（２）テキスト類 （全て消費税 10%含） 

イ．液化石油ガス法規集（第 35次改訂版）   3,670円 (R02.1発刊) 

ロ．液化石油ガス設備施工マニュアル（第 4次改訂版）  3,450円 (H27.2発刊) 

ハ．設備士問題集（2020年度版）    2,290円 (R02.4発刊) 

             合   計        22,810円 

 

９．技能検定試験（筆記検定 合格者のみ） 

（１）日   程  ９月２５日（金）   予定 

（２）場   所  山形ビッグウイング 予定 （山形市平久保１００） 

（３）検 定 料 （筆記検定合格後納入）                  16,200円（非課税） 

＜技能試験合格者は、県知事に設備士免状の申請ができます＞ 

 

１０．申込方法 

  （１）申 込 書  同封の「講習申込書」、「テキスト等申込及び納入内訳通知書」の２枚となり

ます。【記入上の注意事項】をよく読んで、もれの無いように楷書で記入して

ください。また、申込書は必要に応じてコピーするか、協会ホームページ（htt 

ps://yamagatalpg.jp/）からダウンロードしてお使いください。 
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  （２）費用の納入  下記の何れかの方法でお支払いください。 

          ① 直接協会（山形市あこや町）へ現金払い 

          ② 銀行振込【 振込期間：６／８～６／１６（厳守） 】 

            （ＡＴＭ、ファームバンキング、ネットバンキング等可） 

            【振込先】山形銀行 本店営業部  普通預金 No.９７２２８２ 

                 口座名義 一般社団法人 山形県ＬＰガス協会 

※１ 銀行振込手数料は申込者のご負担となります。 

※２ 払込人の指定はありません。同一事業所から２名以上でお申込み

の場合は、まとめてお振込みいただいて結構です。 

  （３）書類の提出方法 

① 現金による申込みの場合は、申込書（２枚）と費用を協会窓口へお持ちく

ださい。 

② 銀行振込みの場合は、振込金受取書等（日付、金額、振込者が確認できる

もの）のコピーをテキスト等申込及び納入内訳通知書の所定の欄に貼付

（又は添付）し、講習申込書と併せて下記宛に郵送してください。 

【郵送先】 〒990-0025 山形市あこや町１－２－１２ 

（一社）山形県ＬＰガス協会内 

ＫＨＫ山形県液化石油ガス教育事務所 

 

１１．提出期限  ６月１６日（火）【 必着 】 

 

１２．テキストのお渡しについて 

① 協会窓口で直接申込みの場合は、窓口でお渡しいたします。 

② 銀行振込で申し込みの場合は、入金及び申込書の到着を確認後、宅配便等にて事業所気付で

送付します。受付期間内に申し込みを完了された方で６月２３日までに届かない場合は、ＫＨ

Ｋ山形県液化石油ガス教育事務所（023-623-8364）までお問い合わせください。 

 

１３．受講票・受検票の送付 

受付期間（提出期限）内に受理した方の受講票・受検票は、６月２９日 発送予定です。講習日の

３日前までに現住所に届かない場合は、ＫＨＫ山形県液化石油ガス教育事務所（TEL 023-623-8364）

まで確認してください。 

 

１４．そ の 他  

  （１）新型コロナウイルス感染拡大の状況によっては、開催を中止する場合があります。 

（一社）山形県ＬＰガス協会ホームページ（https://yamagatalpg.jp/）上で状況をお知ら 

せいたしますので、随時ご確認をお願いいたします。 

  （２）受講者は、講習・検定試験に備えて「液化石油ガス設備施行マニュアル」で、十分な予習

を行って７月７日からの講習会に臨んでください。 
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（３）受講票・受検票に貼付する写真（縦 4.5cm×横 3.5cm）が １枚 必要になります。受講票・受検

票が届きましたら裏面に受講番号（３３－○○○○）、氏名を記入し、剥がれ落ちないように

糊等で貼りつけて当日お持ちください。（写真表面にセロテープ等を貼らないでください） 

（４）申込書類の到着及び受講料・受検料の入金の確認をもって「受付」とします。「受付」後

は、受講料・受検料の返金はできませんのでご注意ください。 

（５）ＬＰガス設備工事の経験が受講資格要件を満たさない方で、管工事施工管理技士等をお持

ちの方は、設備士第３講習を受講できます。 

（講習案内が必要な場合は、協会ホームページよりダウンロードするか、ＫＨＫ山形県液化

石油ガス教育事務所（TEL 023-623-8364）までお知らせください。ＦＡＸ送信いたします。） 

（６）技能試験の手続・詳細については、筆記試験合格者に対し別途お知らせいたします。 

（７）液化石油ガス設備士国家試験受験の準備講習はありませんので、講習受講ご希望の方で１.

の受講資格に該当する方は当講習を受講してください。 

 

 

 

 

受講者情報の取り扱いについて 

   

高圧ガス保安協会山形県液化石油ガス教育事務所（教育事務所）は、講習の申込みをされた方のプライバシーを尊重

します。 

○ 教育事務所は、受講申込の際に氏名、生年月日、住所等の個人情報を収集します。これらの情報は、この講習の

受付・採点・合否通知等のために使用するほか、高圧ガスに関する資格、保安教育に関連した書籍等についての

情報提供にも使用することがあります。 

○ 教育事務所は、上記活動を行うため個人情報を適切に管理していると認められる（一社）山形県ＬＰガス協会に

個人情報の取り扱いを委託します。この場合、教育事務所の適切な管理の下に個人情報を取り扱います。 

○ 教育事務所は、収集した個人情報を次の様に使用することはありません。 

・ 申込者の個人情報を外部に意図的に公開・提供すること。 

・ 外部からの個人情報の公開・提供の依頼に対して本人の同意を得ずに提供すること。 

  ただし、法令により開示しなければならない場合を除きます。 

○ 教育事務所は、個人情報について適切な管理を行っています。  

 

以 上 


